タクシーメーター分科会　　　　　　平成１６年７月６日
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾀｸｼｰﾒｰﾀｰ分科会　轟　　淳次

計量器機工業部会会員の皆様、タクシーメーター分科会の生い立ちと活動状況等、ご理解頂くべく事柄をご報告方々お話させて頂きますので、ご拝聴の程お願い致します。

最初のご理解して頂きたい事項

1． 県下で１４社の業者で構成　（社名あいうえお順　敬称略）

浅井ﾒｰﾀｰ，伊豆箱根交通，ｵｰﾄ電機，岡部ﾒｰﾀｰ，小田原報徳自動車，神奈川都市交通
金港交通，後藤ﾒｰﾀｰ，三和矢崎ｻｰﾋﾞｽ，湘南交通，ニシベ計器，日本自動車ﾒｰﾀｰ

平和交通，横浜矢崎ｻｰﾋﾞｽ
2． 県下で稼働しているメーターメーカー６社　（社名あいうえお順　敬称略）

大阪ﾒｰﾀｰ，三和ﾒｰﾀｰ，ニシベ計器，日本ﾒｰﾀｰ，二葉計器，矢崎計器

３．神奈川県下のタクシー車両総数

　　法人タクシー　１０，４５０台　　１８１社　　２００４年１月現在

　　個人タクシー　　２，７５４台　　　　　　　　２００４年４月現在
　　福祉タクシー　　約３００台　　　県下車両総数は約１３，５００台

４．自動車の出現からハイヤー・タクシーの始まり

明治３２年（１８９９年）横浜に我が国，初めての外国商館が持ち込んだのが米国製プログレス三輪自動車であった。四輪自動車はその翌年に後の大正天皇ご成婚を祝ってサンフランシスコ在留の日本人会より献上された四輪電気自動車が最初である。

国産車が出来たのは明治４０年にガソリン２気筒１２馬力４人乗りの車両が１７台製造された。しかし、すでに外国車の性能価値が知られており問題にならなかった、同年国内初の運転者付貸し自動車業（ハイヤー）が始まった、大型車５人乗りが１時間７円で小型車２人乗りは３円５０銭であったそうです。因みに、明治４４年東京市内の車両台数１８０台。運転手は９０名程度で給料は１５～３０円程度とされた。当時としては、高給だったそうです。

大正元年（１９１２年）に一般の人にもっと気軽に利用出来るように分かり易い料金体系を柱とした我が国最初のタクシーメーター器によるタクシー事業者がＴ型フォード６台と国内で最初のドイツ製の料金メーターを装着し８月１５日に誕生した。
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最初の１マイル（１.６ＫＭ）が６０銭。以後は２分の１マイル増す毎に１０銭、待ち料金は５分ごと１０銭、深夜・雨天・泥濘は４分の１マイル毎に１０銭増しだった、当時の省線＜鉄道省の路線＞１区間が５銭、市電４銭、盛りそば３銭と言う時代だから、これから見ても庶民には、高値の華であり、タクシーは高価な乗り物だったと言えよう。

＜メ　　モ＞
タクシーメーター分科会の生い立ち

　始めに、タクシーメーター分科会の起源の探索、由来を見る。分科会生みの親の親である神奈川県計量協会に始まる、昭和２７年１０月１５日に「日本度量衡協会神奈川支部」、「神奈川県度量衡研究会」、「神奈川県度量衡製造修覆者会」の三団体を統合して「神奈川県計量協会」が設立され、平成７年７月１日に正会員６４０名、賛助会員６団体で、任意団体であった神奈川県計量協会を発展的に解散し、社団法人神奈川県計量協会に大きく産まれ変わり今日に至るものである。
次に生みの親である「神奈川県計量器機工業会」の生い立ちも調べてみましたので、列挙してみます。大正７年頃、横浜市在住の度量衡関係者により組織された親睦団体の衡友会が、県内の度量衡器計量器製作、週覆者を包含した「神奈川県衡友会」が設立され、昭和１３年１月２７日に「神奈川県度量衡器製作修覆者会」と改称し、昭和２８年４月に「神奈川県計量器製修会」と名称変更され、更に昭和３３年４月に「神奈川県計量機器工業会」と称した。昭和５２年度末には会員数５２事業者となり昭和５３年４月に神奈川県計量協会の会則一部変更及び計量団体の統一等により組織変更が行われ、計量機器工業会を賛助会員とし部会と位置づけ、傘下に５分科会を設けたのである。その一つが「タクシーメーター分科会」であり今日に至る。
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＜メ　　モ＞
会員会社の活動状況

会員会社は、法人タクシー・ハイヤー・個人タクシー・法人福祉タクシー・個人福祉タクシーに各々の車両にタクシーメーター器を新たに販売取り付るにあたり、前述の如く６メーターメーカーで製造をした何れか１社の頭部検査検定済みのタクシーメーター器及び各種所定の機器を各対象車両に車載をし、県下所轄の計量検定所走行検査所（本所・横須賀・湘南・小田原）へ装置検査（モーター駆動による走行検査）受験の為に車両を持ち込み、合格後に営業に供する事が出来ます、検査検定有効期限は１カ年です。故に、１年後の同月には検満メーター検査を再度実行をしなければ営業に供すね事は出来ません。当然の事ながら検査有効期限内に器物の故障等により交換を行った場合も、上記同様に事を執り行い利用顧客の商取引保全を担保するモノである。

＜メ　　モ＞
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